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当地域審議会に諮問された 「市総合計画策定に向けた本地区のまちづ く りの基本

的方向 (合併市町村基本計画のゾーニング ) 」 について、本土地利用構想と総合計

画との関連を念頭におき、 審議を重ねてまいりま した。

審議の中では、

・ 「他地域と連携してまちづく りに取 り組むこ と」
・　 「地域にあるものの活用を図るこ と」

・ 「農業が主体の地域であり、 先人達が築き上げてきたものを守ること」

・ 「農業後継者や集落の維持に最大限努力するこ と」

・ 「地域の活発なコ ミ ュニテ ィ ー活動を図るこ と」

・ 「地域資源の活用のため重複 したゾーニングも考慮すること」

の意見が述べられた ところであ ります。

よって、 当地域審議会は、以上のことを踏まえた r市総合計画策定に向けた本地

区のまちづ く りの基本的方向」 とするよ う答申いた します。

なお、 本地域審議会としましては、 地域審議会に課せられた事項の中の一部分に

ついて、 この度市長から諮問いただき審議してまいりま したが、 住民生活に新市の

諸施策が具体的に現れる中で、 今後は地域住民の目線に立った審議を進めて行きた

いと考えてお りますので、新市の均衡ある発展と安定的な行政サービスの確保に向

けた市政運営に努められますよ う要望いた します。

市総合計画策定に向けた本地区のまちづ く りの基本的方向について (答申)



合併市町村基本計画

での土地利用構想

第3 章 新市まちづ く りの基本方針

( 1 ) 土地利用の方針

新市は、山林が多く 、平坦な土地が少ない状況にあります。 これからの土地利用にあた

っては、立地条件及び各地域の特性等を踏まえつつ、環境の保全と開発の融和、農用地Iと

他 目的用地の均衡を基本的方向と し、土地の有効利用を図ります。 また、豊かな自然環境

の中、安全で快適な住民生活が営まれ、産業活動の面においても効率的 ・合理的に行える

よう、 広域的な視野から適正な土地利用への誘導を促進します。

3　 土地利用構想

( 2 ) 土地利用構想

本計画における土地利用構想においては、構成市町村ごとの5 つの地域にゾーニングを

行う と と もに、 それぞれ 『まちづ く り拠点地区』 を位置づけ、各ゾーンの特性を生かした

都市づ く りを進めます。

新市のゾーニ ング図 3 -3 -1
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第5章　 土地利用構想

合併により広大となった本市は、海、山、川の豊かな自然環境に恵まれ、長い歴史と

優れた文化を有し、多様性を持った特色ある地域で構成されています。 I

市民が各地域の歴史・文化を共通認識し、地域の宝を守り、安全で快適な市民生活

の確保と、誰もが郷土をこよなく愛する「・愛郷無限」のまちづくりを進めていくため、地区

の枠を超えた、一体的な本市の土地利用の方針を定めます。

なお、本方針を具体化するため、土地利用計画については、国土利用計画を上位

計画とした都市計画マスタープランや農業振興地域整備計画などの各種個別計画に

おいて定めるものとします。

第 1 次村上市総合計

画での土地利用構想

第 5 章　 土地利用構想 第2 部　 基本構想

土地利用構想概要図

都市拠点

地域拠点
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至　 新 潟市

至　 鶴岡市

●
・



神林地域審議会

会長　 三浦 公平

村上市長　 大滝　 平正　 様

平成 2 2 年 2 月4 日

平成 2 1 年度神林地区地域審議会意見書

今年度に村上市行政改革大綱が示され、 「自分たちの地域は自分たちでつ く る」 とい

う市民の意識を基に、協働のまちづ く りを推進してい く と されている ところであります。

本審議会では、 「自分の住んでいる と ころを どのよ うにして守ってい く か。 協働のま

ちづ く りは、 どのよ うにかかわってい く か。 」 を、 主要な課題と して 4 回の審議会を開

催 し、 下記のとお り意見をま とめま した。 また、一つの地域では対応が困難である河川

防災、結婚支援及び企業誘致等による定住の施策が、村上市の発展に欠かせない施策で

あ り、地域が担 う役割を示しながら、市全体で施策展開を図っていただきたいと考えま

す。
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【神林地域での地域活動への住民参加の現状】

近年の地域社会における少子高齢化の進行や就業先等にみ られる生活圏の拡大を背景に、

地域の公共活動に参加する とい う意識が希薄になってきてお り、 自治会等の活動や集落

諸団体の組織運営が難しく なってきておりまず。 このことは、 「自分たちの地域は自分た

ちでつ く る」 とい う住民自治の基本り 継承を難し く させつつあ ります。

【自治会等の現在の活動運営状況】

渠落を中心とする自治会では、 区長を中心に年間計画に基づき集落内の各団体と連携し

ながら、 集落機能の維持及びコ ミ ュニテ ィ の醸成を図っていますが、 農村集落では人口の

減少によ り、 これからも今まで どお りの集落機能の維持が可能なのか、 また個人的にも仕

事と公共活動の両立に不安を抱いてお ります。

また、 新たな課題の解決には新たな経費が必要とな りますが、 住民の負担増につながる

ため、 その取 り組みにも消極的になってきてお ります。

このことは、 これまではぐく まれてきた多くの地域資源の単承や創造に支障をきたすの
ではないかと危惧 している と ころであ ります。

【住民活動と協働のまちづ く りとの関係】

これか らの 「市民協働のまちづ く ーり」 の推進にあたっては、 これまでの住民活動も考慮

に入れながら次の点に留意 していただきたいと考えまず。

1 住民団体やコ ミ ゴニテ ィ 組織等による自主的な活助を尊重するこ と。

2 これ らの組織 と協働 してまちづ く り を推進するこ と。

3 これ らの組織の活動に対して必要な支援をすることができるこ と。

記



平成 22 年度の神林地区地域審議会では、 平成 23 年度から着手する 「市民協

働のまちづ く り」 について市から説明を受け、 当地区における協議会のあ り方

について審議し、 次のとお り意見を集約した。

地域まちづ く り協議会設置に係る区域設定について

市民協働のまちづ く りを進めるには、 多 く の意見を出して も ら う ため

に、 話 しやす く 集ま りやすい範囲での区域設定が必要である。

また、 生活環境等が共通している区域で計画を立て、 自治会や自治会

同志が連携できる地区を推進の基本とする こ とが、 さ まざまな意見に対

応でき る ものと考え られる。

さ らに高齢化が進んでいく 中で、 年齢を重ねて も社会の一員と して関

わって いける こ とが必要である。

以上のこ とから、 神林地区での地域まちづ く り協議会の区域設定は、

小学校区単位とする こ とがよいと考え られる。

なお、 小学校区単位を越えた対応も市民協働のまちづ く りには必要と

考え られる。

神林地区地域まちづ く り協議会設置に向けての意見

平成 23 年 2 月 8 日

神林地区地域審議会

3　 そ の他

市民協働のまちづく りの意義を市民全体に浸透させるために、 区長会

や各集落に出向き説明を行い、 計画づ く り においては、 集落事業、 小学

校区単位の公民館活動、 その他の地域活動も考慮し、 総合型地域スポー

ツク ラブ希楽々等の組織と も連携し推進する こ と。
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2　 地域まちづ く り協議会への財政支援の基本的考え方について

市民協働のまちづ く りの基本が 「地域活性化支援」 である こ とから、

幅広い財政支援を考えている という こ とで あるが、 さ まざまな意見を基

にしての推進なので、 これらの意見に対応でき るよ う財政支援はも と よ

り人材支援も必要と考え られる。



答　　 申

平成 24 年 2 月 15 日

市長に答中書提出

書
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神林地区地域審議会

「定住の里づ。く り」 の推進には、 取 り組みを市民にわか りやす く 伝え、 その進捗及

び評価の結果を市民に周知し、 又は公表するこ とによ り市民の理解と参画の促進を図

り、 その実施 におきま しては、 施策を横断的に取 り組むこ とが効果をもた らす こ とに

留意する必要があると考えます。

また、 施策実現にあたっては、 全てのプ ロジェ ク トにおいて既存の団体及び制度を

反映させ 「地域の人たちのつながりを活かす」 とい う こ とが、 重要であるこ とを踏ま

えて推進 してい く 必要がある と考えます。

素案に示された方向性に七)いては、 おおむね異論はあ りませんが、 次の事項に十分

配慮 されるよ う要望します。

l　 第 1 次村上市総合計画の重点戦略である 「ヽ定住の里づ く り」 の柱となる 5 つの戦略

プロジェ ク トの中で、 後期実施計画期間中 (平成 25̃ 28 年度) に特に力を入れて取

り組むべき施策の方向性について

( 2 ) 交流 一体験プ ロジェ ク トについて

「魅力ある地域」 であるこ とを宣伝 し、 「通過都市」 とい う消極的なイ メ ージ

よ りも、 「魅力都市」、 「立ち寄る都市」、 「滞在する都市」 であるこ とをア ピール

する こ とが必要と考えます。 このため、 市内の 「道の駅」 を一層魅力的に再興

するこ と も必要である と考えます。

( 1 ) 産業元気プロジェ ク トについて

「定住の里づ く り」 の 5 つのプロジェ ク トの中で、 産業の活性化は緊急の課

題と考えます。 と りわけ、 地域資源を活かした地域及び産業の活性化には、 農

商工連携だけではな く 、 多く の業種や地域の方々に携わっていただく べき と考

えますので、 地域資源の発掘及び活用のネ ッ トワーク化が必要と考えます。

また、 実現に向けた支援策におきま しては、 新商品開発及び 6 次産業化に取

、り組も う とする方々へ、 きめ細かい支援と事業化するまでの段階的な支援及び

「地域認証制度」 の活用が必要であります。

なお、 「雇用の確保・拡大」 の施策推進には、 新たな企業の誘致策も基本であ

ると考えますが、 地域から雇用を生み出すこ とを第一とする取 り組みも必要と

考えます。



( 3 ) 健やか ・子育て応援プ ロジェ ク トについて

健康づ く りの推進におきま しては、 食育と運動を連携 して総合的な効果で取

り組むこ との表記によ り、・「定住の里づく り」 では、施策の横断的な実施が必要

である と考えます。

地域医療体制の環境整備におきま しては、 基幹病院のみな らず地域全体で医

療を支えるこ とが大切である と考えます。 特に村上総合病院の施設整備では、

地域医療の基幹であるこ とは基よ り、 地域活性化の核 と しての役割も果たすも

のと考えます。

「子育て環境の整備」、 F高齢者 ・障がい者福祉及び介護予防対策の推進」 に

おきま しては、 施策の推進には地域の人たちの応援や協力も必要になってきま

す。 地域の理解を得ながらまた協力いただける方々のスキルア ップにも、 講座

等の開設も必要である と考えます。

また、若い人の定住には、 「家を建てて住んでも ら う」 とい う点に特化した具

体策を示すべき と考えます。

( 4 ) 人づ く りプ ロジェ ク トについて

「郷育のまち ・村上」 の推進におきま しては、 地域支援の登録がなされてい

るので、 活動事例の紹介や情報交換を行いながら、 今まで以上の力添えを具体

的に明記していかなければな らないと考えます。

生涯学習の充実では、 前段のプロジェ ク ト と同 じよ うに講座等によ り人材の

育成が必要と考えます。

生涯スポーツの充実では、 推進 している団体の活動を十分に周知 し、 市民が

健康と体力づ く りに励むよ う進める必要があります。
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( 5 ) 暮 ら し応援プロジェ ク トについて

村上市民の多く が住みやすいと感 じるのは F自然豊かで環境に恵まれている

こ ど 1」 と答えています。 定住を促進してい く には、 自然環境をただ保全する

だけでな く 、 この地域の特性を活かした先駆的な施策の展開と市民の協力は不

可欠である と考えます。

また、恵まれている自然環境だけでな く 「災害が少な く 人情がある゛ 2」 こ と

も住みよい理由と してあげられています。

近時におきま しては、 災害時の要援護者への対応が非常に関心が高いところ

ですが、 特定の人にしか該当者名簿が配布されてお らず、 災害時の対応への不

安解消が必要です。

これから も、 市民一人ひ と りが住みよい と感 じるため、 誰にで も優 しいまち



2　 これまでに各地域審議会から提案された地域活性化に向けての意見に基づいた、 各

地区で特に力を入れて取り組むべき施策の方向性について

゛ 1 ゛ヽ 2平成 2 0 年 7 月 「まちづ く り市民アンケー ト」 調査結果よ り

づ く りのため、 一つひとつきめ細かな対応が必要であ ります。

①　 地域資源を活かした地域の活性化

他地区の地域資源を組み合わせるこ とで、 それぞれが持っている違いが活か

され、 また地域ごとに地元の地域資源を再発見するこ とで、 その良さが発信 さ

れる と考えます。

このため、 隣接する地区と地域資源のゾーニングを活かすこ とで、 交流人口

を拡大し地域の活性化を図る必要があ ります。

い,

91

②　 農業を中核と した活性化 ・　
・ ・

農業の中核地域であると と もに、 地域の基幹産業であります。 農業の活性化

には、 特化 した農産物を生産販売するこ とを基本と しながらも、 農業の多角的

な面を捉え、・’魅力、ある産業 と して取 り組む必要があ ります。


